
バーゼルⅡ 第３の柱（市場規律）に基づく開示

バーゼルⅡ 第３の柱
（市場規律）に基づく開示

定性的な開示事項（連結・単体）

定量的な開示事項（連結）

定量的な開示事項（単体）

80

83

88

・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

79



バ
ー
ゼ
ル
Ⅱ 

第
３
の
柱（
市
場
規
律
）に
基
づ
く
開
示

80

バーゼルⅡ 第３の柱（市場規律）に基づく開示

　「銀行法施行規則（昭和57年大蔵省令第10号）第19条の２第１項第５号ニ等の規定に基づき、自
己資本の充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項」（平成19年３月23日付、金融庁告示
第15号、いわゆるバーゼルⅡ 第３の柱（市場規律））に基づき、事業年度に係る説明書類に記載す
べき事項につきまして、以下のとおり開示いたします。
　なお、以下の文中における「自己資本比率告示」および「告示」とは、平成18年３月27日付、金
融庁告示第19号、いわゆるバーゼルⅡ 第１の柱（最低所要自己資本比率）を指しております。

定性的な開示事項（連結・単体）
１. 連結の範囲に関する事項
イ.  自己資本比率告示第26条に規定する連結自己資本比率を算

出する対象となる会社の集団（以下「連結グループ」とい
う。）に属する会社と連結財務諸表の用語、様式及び作成
方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号。以下 ｢連結
財務諸表規則｣ という。）に基づき連結の範囲に含まれる
会社との相違点

   相違点はありません。

ロ.  連結グループのうち、連結子会社の数並びに主要な連結子
会社の名称及び主要な業務の内容

  ○連結子会社の数　６社
  ○ 連結子会社の名称及び主要な業務の内容　35ページの

「あきぎんグループの状況」に記載のとおりであります。

ハ.  自己資本比率告示第32条が適用される金融業務を営む関連
法人等の数並びに主要な金融業務を営む関連法人等の名称
及び主要な業務の内容

   該当する関連法人等はありません。

３.  連結グループの自己資本の充実度に関する評価
方法の概要

  ○評価方法の概要
    自己資本の充実度の評価にあたっては、当行が保有し管
理すべきリスクを特定し、種類別に計量化したリスク量に
応じたリスク資本を自己資本の範囲内で適正に配賦したう
えで、計量化したリスク量と配賦資本の状況をモニタリン
グし、経営の健全性と自己資本の十分性を検証しているほ
か、定期的に取締役会等に報告して管理しております。こ
うした一連の管理を当行では「リスク管理規程」のなかで
「統合的リスク管理」と規定し、リスク量の制御のほか、
リスク・リターンの最適化により経営の効率化と収益性向
上をはかるという点でも活用しております。

    また、関連子会社においては、保有しているリスクの範
囲が限定的であることから、こうした管理の枠組みの対象
としておりませんが、自己資本比率の水準等により充実度
を評価しております。

  ○自己資本充実度の評価方法における自己資本の定義
    自己資本は潜在損失への備えであることを踏まえ、自己
資本のうち中核的な部分である基本的項目（TierⅠ）を充
実度評価にあたっての対象としております。

  ○管理対象とするリスク
    統合的リスク管理の枠組みの中で、管理対象リスクを、
信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスクとして
おります。それぞれのリスク管理方針等につきましては、後

２. 自己資本調達手段の概要
  自己資本調達手段（平成22年３月末）の概要は次のとおりであります。

自己資本調達手段
概　要

株式種類 株式数 資本金

普通株式 193百万株 141億円 完全議決権株式

ニ.  自己資本比率告示第31条第１項第２号イからハまでに掲げ
る控除項目の対象となる会社の数並びに主要な会社の名称
及び主要な業務の内容

   該当する会社はありません。

ホ.  銀行法（昭和56年法律第59号。）第16条の２第１項第11号
に掲げる会社のうち従属業務を専ら営むもの又は同項第12
号に掲げる会社であって、連結グループに属していない会
社の数並びに主要な会社の名称及び主要な業務の内容

   該当する会社はありません。

ヘ.  連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等の
概要

    連結グループ内においては、資金および資本移動に係る
制限等は特にありません。また、連結子会社のなかに債務
超過会社はなく、自己資本は充実しております。

記の各個別リスクに関する事項に記載のとおりであります。
  ○リスク評価方法
    リスク量の算出は、経営企画部内に設置された全行的な
ミドルオフィス部門であるリスク統括室が行っており、計
量化が可能なリスクについては、各種リスクを統一的な尺
度で計るため、基本的にVaR（バリュー・アット・リスク）
により計測しております。

    ただし、オペレーショナル・リスクは、現状のリスク評
価においては、新しい自己資本比率規制における粗利益配
分手法によるリスク相当額を用いております。このほか、
時価がなくVaRによる計測ができない資産につきましては、
簿価に一定の掛目を乗じて算出するなど、リスクを抱える
すべての資産について何らかの評価を行っております。

  ○自己資本充実度の評価
    毎年度当初に経営方針および計画等にあわせて、基本的
項目（TierⅠ）から各リスクカテゴリー別の管理対象区分
に配賦する資本額を決定した後、毎月開催しているALM常
務会において、配賦資本に対するリスクの割合をモニタリ
ングすることによって健全性および自己資本の充実度を検
証しております。

    また、資本配賦にあたっては、基本的項目（TierⅠ）か
ら当期末の予想リスク・アセットに４％を乗じた所要自己
資本額に相当する金額をあらかじめ控除する枠組みとして
おり、こうした点からも自己資本の十分性に問題はないも
のと認識しております。
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４. 信用リスクに関する事項
イ.  リスク管理の方針及び手続の概要
  ○信用リスクとは
    信用リスクとは、お取引先の財務状況の悪化等により、
貸出金の元本や利息が回収できなくなるなど、貸出金など
の当行の資産の価値が減少ないし消滅し、損失を被るリス
クをいいます。

  ○信用リスク管理の基本方針
    当行では、融資の基本方針や審査基準の概念を定めた
「クレジットポリシー」のほか、その具体的な内容等を定
めた「信用リスク管理基準」のもと、特定業種や特定グルー
プ等への集中排除や、連結子会社等にかかる管理方針を定
め、リスク管理の適正化をはかっております。

  ○信用リスクの計量化
    当行が抱える潜在的な信用リスク量を認識するため、信
用リスクの計量化に取組んでおります。具体的には、信用
格付制度（※1）に基づく個別与信先のデフォルト率、保全
状況等のデータをもとに、期待損失額（※2EL～Expected 
Loss）および非期待損失額（※3UL～Unexpected Loss）
を算出し、非期待損失額を信用リスクとして統合的リスク
管理の枠組みのなかで配賦資本と比較し、健全性の検証を
行っております。

    これらは、全行的なミドルオフィス部門であるリスク統
括室が月次で計数をとりまとめALM常務会で報告する態勢
となっております。

    また、信用格付の低下や保全価値の減価などのストレス
シナリオを設定し、信用リスクの増加額と自己資本の十分
性を定期的に検証しております。

  ○貸倒引当金の計上基準
    当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に
則り計上しております。

    具体的な計上基準につきましては、次の項目に記載のと
おりであります。

連結・単体区分 項　目　名 掲載ページ

連　結

連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項
4.会計処理基準に関する事項
⑸　貸倒引当金の計上基準

47ページ

単　体
重要な会計方針
6.引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

59ページ

（※1） 信用格付制度
    信用格付制度とは、財務内容や定性情報などを基準に、
信用度に応じて格付を行い管理するもので、与信先の信用
度の変化を把握することが可能となるほか、格付別のデフ
ォルト率を算定することにより、将来当行が被り得る損失
額を計測することが可能となります。

（※2） 期待損失額（EL～Expected Loss）
    将来発生が予想される損失の平均値のことで内部管理上
は「信用コスト」として管理しております。

（※3） 非期待損失額（UL～Unexpected Loss）
    一定の信頼水準（99％）の中で発生し得る損失の最大値
から期待損失額を差引いた部分に該当する損失額のことで
内部管理上は「信用リスク」として管理しております。

ロ.  標準的手法が適用されるポートフォリオについて、リス
ク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

    自己資本比率の算定において、リスク・ウェイトの判定
に使用する適格格付機関は、当行の格付使用基準において
次の４機関と定めております。
・株式会社格付投資情報センター（R&I）
・株式会社日本格付研究所（JCR）
・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（S&P）

    なお、使用にあたっては、エクスポージャーの種類によ
る格付機関の使い分けを行っておりません。

５.  信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針
及び手続の概要

    信用リスクは、一義的には信用供与先の信用状態の悪化
等により影響を受けますが、こうしたリスクを削減するた
めに担保や保証などで信用力を補完しております。

  ○担保
    担保の種類としては、不動産や金融資産等が主なもので

すが、これらは地価動向や相場環境等によって変動するこ
とで信用リスク削減効果にも影響を与えることから、定期
的な見直しによって担保価値の変動および補完状況の把握
に努めております。

    また、信用供与先が当行に保有している預金は、担保提
供されたものを除き、通常は担保として認識されません
が、銀行取引約定書の規定では、期限の利益の喪失など一
定の事由により債務を履行しなければならない場合は、債
務と預金とを相殺できることとなっております。このため、
自己資本比率算定においても信用リスク削減手法の一つと
して認められており、所定の条件にしたがって、同手法を
用いております。

    なお、自己資本比率の算定において、当行では標準的手
法を採用しておりますが、同手法では不動産担保による信
用リスク削減手法が認められていないため、自己資本比率
算定において反映されている担保による信用リスク削減効
果は、国債や預金などの適格金融資産担保のみが対象とな
ります。

  ○保証
    保証における主体は、国・地方公共団体から一般事業法
人、個人によるものまで信用力の面からも多岐にわたりま
すが、自己資本比率の算定においては、国・地方公共団体
など信用度が最上位の主体による保証を信用リスク削減手
法の対象としております。

  ○信用リスク削減手法適用にともなう信用リスクの集中
    以上のような信用リスク削減手法は特定の担保・保証に
偏ることなく実施しております。

６.  派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手
のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の
概要

  ○派生商品取引に係るリスク
    当行が行っている派生商品取引は、金利スワップ、為替
予約、通貨オプション等であります。これらの取引は、基
本的にはオンバランス資産・負債の範囲内で、金利リスク
や為替リスクをヘッジするために行っており、それらのリ
スクはオンバランスで有しているリスクと相殺されます。
ただし、取引を行った相手に対する信用リスクが存在しま
す。

  ○リスク管理の方針及び手続の概要
    取引相手の信用リスクに関しては、カレント・エクス
ポージャー方式により与信相当額を計算したうえでオンバ
ランス取引と合算しオン・オフ一体で管理しております。
ただし、派生商品取引の取引相手先から生じる与信相当額
は、当行全体の与信額と比較すると僅少であるほか、取引
の大半が国内金融機関・証券会社など自己資本比率算定上
も比較的信用度の高い主体に限定されていることから、統
合的リスク管理においては資本配賦の対象外としておりま
す。また、担保による保全や引当の算定も行っておりませ
ん。

    なお、派生商品取引においては、取引相手先の信用リス
クを補完するため、CSA（Credit　Support　Annex）契約
書等により担保提供を行う場合がありますが、現状、こう
した契約は締結していないため、仮に当行の信用力が悪化
した場合であっても担保を追加的に提供する必要性が生じ
ることはありません。もっとも、当行の信用力悪化は信用
リスクプレミアムの拡大により、ヘッジコストの増加等を
もたらし得る可能性がありますが、当行が行っている派生
商品取引の規模を考慮しますと収益や経営環境等に与える
影響は限定的と認識しております。

７. 証券化エクスポージャーに関する事項
イ.  リスク管理の方針及び手続の概要
    証券化エクスポージャーとは、原資産に係る信用リスク
を優先劣後構造の関係にある二つ以上のエクスポージャー
に階層化し、その一部又は全部を第三者に移転する性質を
有する取引に係るエクスポージャー等を言います。

    証券化取引は、原資産の組成に関わるオリジネーターの
ほか、投資家、サービサー、信用補完の提供者等様々な主
体により成り立っておりますが、現在、当行は投資家とし
てのみ関与しております。

    投資先には、主に信用リスクと金利リスクが存在します
が、投資にあたっては「市場性資産の運用基準」等より、
適格格付機関による一定格付以上の格付取得先を対象とし
て過度の信用リスクを保有することのないように規定して
いるほか、金利リスクへの影響額や収益性などを総合的に
勘案したうえで採り上げの判断を行っております。
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    採り上げ後は、これらに係る各種リスク量は統合的リス
ク管理の枠組みのなかで総体的に管理しております。

    また、投資先の原債権は、住宅ローン債権や事業者向け
貸出債権等が主なものですが、特定の投資先あるいは特定
債権に集中することのないよう留意しております。

ロ.  証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセット
の額の算出に使用する方式の名称

    当行では、証券化エクスポージャーの信用リスク・アセ
ットの額の算出には「標準的手法」を採用しております。

ハ. 証券化取引に関する会計方針
    投資家として、金融商品会計基準にしたがった会計処理
を実施しております。

ニ.  証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの
判定に使用する適格格付機関の名称

    自己資本比率の算定において、リスク・ウェイトの判定
に使用する適格格付機関は、当行の格付使用基準において
次の４機関と定めております。
・株式会社格付投資情報センター（R&I）
・株式会社日本格付研究所（JCR）
・ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
・スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（S&P）

    なお、使用にあたっては、証券化エクスポージャーの種
類による格付機関の使い分けを行っておりません。

８. マーケット・リスクに関する事項
    自己資本比率算定において、マーケット・リスク相当額
に係る額を算入していないため、本項目に記載する事項は
ありません。

９. オペレーショナル・リスクに関する事項
イ.  リスク管理の方針及び手続の概要
    オペレーショナル・リスクとは、不適切な内部プロセ
ス・人・システムにかかるリスク、それらが機能しないこ
とにより生じるリスク、または、外生的事象に起因する直
接的・間接的な損失にかかるリスクのことで、事務リス
ク、システムリスク、風評リスク、人的リスク、有形資産
リスク、法務リスクなどに分類してリスクの管理を行って
おります。

    事務リスクについては、事務規程の整備、研修・臨店事
務指導などにより、事務の厳正化をはかるとともに、各営
業店と本部に事務厳正化委員会を置き、実例に基づくトラ
ブルへの適切な対応の検討を行って事務リスク管理の徹底
を行っております。

    システムリスクについては、安全対策の基準となるセキ
ュリティスタンダードを定めて、保有するシステムについ
てリスク評価を行っております。

    各種の事故情報については、その内容（事故の概要、担
当者、相手先、原因、実損額、対応費用等）についてデー
タ化して収集するシステム（オペリスク事故報告システム）
を構築しており、事故データの蓄積をすすめるとともに、
定期的に集計・分析を行っております。集計・分析結果に
ついては、事務厳正化委員会等に報告し、事務プロセスの
改善活動に役立てていく体制を構築しております。

    また、重大な事故情報については、個別に事務厳正化委
員会やコンプライアンス委員会等にはかられ経営陣に報告
されるとともに、原因の究明や対応策の検討が行われ、改
善策の徹底を行っております。

ロ.  オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の
名称

    当行では、オペレーショナル・リスク相当額の算出に当
たっては「粗利益配分手法」を採用しております。

10.  銀行勘定における出資等又は株式等エクスポー
ジャーに関するリスク管理の方針及び手続の概
要

  ○株式等のリスク
    出資等又は株式等のリスクは株式相場等のリスク・ファ
クターの変動により保有する資産の価値が変動し、当行が
損失を被るリスクを言います。

  ○リスク管理の方針
    投資にあたっては、あらかじめ策定した年度の資金予算

や統合的リスク管理で定められた配賦資本の範囲内で、効
率的な資金運用、リスク・リターンの最適バランスをはか
るよう努めております。

  ○リスク管理の手続の概要
    上場株式など、時価のある株式等の価格変動リスクの計
測は、VaR（バリュー・アット・リスク）により行ってお
ります。算出の前提条件として、観測期間５年、信頼水準
は99％とし、保有期間については、ポジション解消までに
要する期間等を勘案し、政策投資株式は６か月、純投資株
式は２か月としております。

    非上場株式など、時価のない株式等につきましては、簿
価に一定の掛目を乗じてリスク量を算出しております。

    これらのリスク実績はリスク統括室が日次で算出してい
るほか、配賦資本に対する割合等については、毎月開催し
ているALM常務会で経営陣へ報告しております。

  ○株式等の評価方法
    株式等の評価は、子会社株式については移動平均法によ
る原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについて
は決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主とし
て移動平均法により算定）、時価のないものについては移
動平均法による原価法または償却原価法により行っており
ます。また、その他有価証券の評価差額については、全部
純資産直入法により処理しております。

    株式等について、会計方針等を変更した場合は、財務諸
表等規則第８条の３に基づき、変更の理由や影響額につい
て財務諸表の注記に記載しております。

11.  銀行勘定における金利リスクに関する次に掲げ
る事項

イ. リスク管理の方針及び手続の概要
  ○金利リスクとは
    金利リスクとは、市場金利などのリスク・ファクターの
変動により、保有する資産の価値が変動し、当行が損失を
被るリスクを言います。

  ○リスク管理の方針及び手続の概要
    市場金利が上下に変動した際の資産価値への影響を測っ
た場合、当行の資産・負債構成においては、金利上昇時の
マイナスの影響が大きくなります。金利上昇時のリスクは、
主に貸出金、投資有価証券等の固定金利商品を多く保有し
ている資産から生じておりますが、リスク管理において
は、信用リスクや株価変動リスクの管理と同様、統合的リ
スク管理の枠組みの中で、配賦資本との比較によって適正
な水準を保持するよう努めております。

    金利リスクを削減するための手段として、貸出金は金利
スワップ、有価証券はデュレーションの短期化を目的とす
る入れ替えを中心に行っておりますが、金利リスク削減操
作の実施時期や期間は、全リスク量、市場金利動向、期間
損益に与える影響等を勘案しつつ、毎月のALM常務会にお
いて協議のうえ決定しております。

ロ.  連結グループが内部管理上使用した銀行勘定における金利
リスクの算定手法の概要

  ○算定手法の概要
    内部管理における金利リスクはBPV（ベーシス・ポイン
ト・バリュー）やVaR（バリュー・アット・リスク）のほか、
シナリオ分析などを用いて計測しておりますが、上記にお
けるリスク管理を有効なものとするため、すなわち、異な
るリスクを統一的なリスク指標で計測し、比較することに
よって健全性だけでなく収益性の向上をはかるため、主に
VaRを基準としております。

    なお、連結子会社における金利リスクは極めて僅少であ
るため算定の対象外としております。

  ○VaR算出の前提条件
    VaRは分散共分散法で行っており、算定に当たっては観
測期間５年、信頼水準99％、保有期間はポジション解消ま
でに要する期間等を勘案し２か月としております。

    なお、要求払預金の金利リスク算出に当たっては、内部
モデルにより推計した実質的なマチュリティを用いており
ます。
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定量的な開示事項（連結）
１.  自己資本比率告示第31条第１項第２号イからハ
までに掲げる控除項目の対象となる会社のう
ち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名
称と所要自己資本を下回った額の総額

    該当する会社がないため、本項目に該当する金額はあり
ません。

２.  自己資本の構成に関する事項
    自己資本の構成および金額については、54ページに記載
のとおりであります。

３.  自己資本の充実度に関する事項
イ.  信用リスクに対する所要自己資本の額及び標準的手法が適
用されるポートフォリオごとの額

  ◇所要自己資本の額 （単位：百万円）

採用手法 平成21年 3月末 平成22年 3月末
標準的手法 38,392 37,283

  ◇標準的手法が適用されるポートフォリオごとの額
  ・オン・バランス項目 （単位：百万円）

項　目 平成21年 3月末 平成22年 3月末
現金 － －
我が国の中央政府及び中央銀行向け － －
外国の中央政府及び中央銀行向け 8 10
国際決済銀行等向け － －
我が国の地方公共団体向け － －
外国の中央政府等以外の公共部門向け 14 12
国際開発銀行向け 0 0
地方公共団体金融機構向け － －
我が国の政府関係機関向け 29 79
地方三公社向け 41 23
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 1,714 1,657
法人等向け 13,206 13,470
中小企業等向け及び個人向け 8,474 8,428
抵当権付住宅ローン 1,369 1,196
不動産取得等事業向け 2,542 2,822
三月以上延滞等 210 140
取立未済手形 0 0
信用保証協会等による保証付 314 264
株式会社企業再生支援機構による保証付 － －
出資等 2,310 2,084
上記以外 7,580 6,584
証券化（オリジネーターの場合） － －
証券化（オリジネーター以外の場合） 163 124
合計 37,982 36,899

  ・オフ・バランス項目 （単位：百万円）

項　目 平成21年 3月末 平成22年 3月末
任意の時期に無条件で取消可能又は、
自動的に取消可能なコミットメント － －

原契約が１年以下のコミットメント 29 37
短期の貿易関連偶発債務 0 0
特定の取引に係る偶発債務 91 93
原契約期間が1年超のコミットメント 64 60
信用供与に直接的に代替する偶発債務 216 188
派生商品取引 6 4
　（うち外為関連取引） 0 0
　（うち金利関連取引） 6 3
合計 409 384

ロ.  内部格付手法が適用される株式等エクスポージャーに係る
信用リスクに対する所要自己資本の額

    当行では、標準的手法を採用しているため該当ありませ
ん。

    なお、本項目以降、金融庁告示第19号の内部格付手法に
関する事項に関しては記載を省略しております。

ハ.  信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクス
ポージャーに係る信用リスクに対する所要自己資本の額

    信用リスク・アセットのみなし計算を行っていないた
め、該当ありません。

ニ. マーケット・リスクに対する所要自己資本の額
    自己資本比率算定において、マーケット・リスク相当額
に係る額を算入していないため、該当ありません。

ホ. オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 （単位：百万円）
採用手法 平成21年 3月末 平成22年 3月末
粗利益配分手法 2,714 2,743

ヘ. 連結自己資本比率および連結基本的項目比率
平成21年 3月末 平成22年 3月末

連結自己資本比率 11.72％ 12.36％
連結基本的項目比率 10.94％ 11.51％

ト. 連結総所要自己資本額（国内基準） （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末
連結総所要自己資本額 41,106 40,027
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４.  信用リスク（信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
イ.  信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高
   （地域別、業種別、残存期間別） （単位：百万円）

平成21年 3月末
信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上延滞 

エクスポージャー（注）2合　計 うち貸出金等（注）1 うち債券 うちデリバティブ
国内計 2,226,985 1,353,170 621,702 843 19,817
国外計 28,659 － 28,164 1 －

地域別合計 2,255,645 1,353,170 649,866 844 19,817
製造業 236,830 154,066 58,103 1 2,360
農　業 5,330 5,330 － 0 5
林　業 2,075 2,075 － － 9
漁　業 231 172 － － －
鉱　業 16,617 16,472 － － －
建設業 97,163 90,000 5,905 0 2,591
電気・ガス・水道業 15,948 14,070 － － －
情報通信業 22,283 18,411 2,600 － 6
運輸業 47,588 36,359 9,470 － 29
卸売・小売業 165,691 155,112 6,069 0 3,106
金融・保険業 181,132 53,629 99,981 841 411
不動産業 73,052 61,686 9,090 － 3,531
各種サービス業 193,187 188,852 2,856 0 5,556
国・地方公共団体 744,750 242,930 455,038 － －
個　人 314,629 313,948 － 0 2,207
その他 139,131 49 748 － －

業種別合計 2,255,645 1,353,170 649,866 844 19,817
１年以下 266,650 181,913 62,213 26 1,744
１年超３年以下 248,342 147,654 97,635 65 1,029
３年超５年以下 422,623 222,717 195,501 164 1,527
５年超７年以下 183,117 109,758 70,326 75 614
７年超 756,844 527,838 224,189 513 3,141
期間の定めのないもの 378,067 163,289 － － 11,760

残存期間別合計 2,255,645 1,353,170 649,866 844 19,817

   （地域別、業種別（注）3、残存期間別） （単位：百万円）
平成22年 3月末

信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上延滞 
エクスポージャー（注）2合　計 うち貸出金等（注）1 うち債券 うちデリバティブ

国内計 2,336,177 1,364,348 699,435 502 15,465
国外計 33,513 － 33,068 10 －

地域別合計 2,369,691 1,364,348 732,503 513 15,465
製造業 269,306 166,337 75,644 1 1,957
農業、林業 6,883 6,882 － 0 38
漁　業 241 179 － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 16,018 15,874 － － 9
建設業 93,233 85,389 6,830 0 3,422
電気・ガス・熱供給・水道業 15,500 12,011 1,594 － －
情報通信業 26,739 20,925 4,305 0 11
運輸業、郵便業 56,852 39,179 15,843 － 7
卸売業、小売業 157,613 148,594 6,261 0 2,151
金融業、保険業 158,591 54,165 90,339 501 126
不動産業、物品賃貸業 125,925 108,740 12,486 0 2,921
学術研究、専門・技術サービス業 3,829 3,829 － － 33
宿泊業 15,614 15,553 － － 1,553
飲食業 9,493 9,493 － － 128
生活関連サービス業、娯楽業 12,621 11,601 913 0 1,176
教育、学習支援業 2,280 2,280 － － －
医療・福祉 53,662 53,611 50 0 404
その他のサービス 41,503 39,871 488 0 88
国・地方公共団体 886,166 260,854 517,743 － －
個　人 310,223 308,972 － 8 1,434
その他 107,389 － － － －

業種別合計 2,369,691 1,364,348 732,503 513 15,465
１年以下 234,938 176,267 45,822 23 431
１年超３年以下 348,504 184,030 160,792 125 1,415
３年超５年以下 433,076 230,863 197,906 50 557
５年超７年以下 210,384 94,652 112,436 240 521
７年超 753,767 536,351 215,546 75 1,999
期間の定めのないもの 389,019 142,183 － － 10,539

残存期間別合計 2,369,691 1,364,348 732,503 513 15,465
（注） １ 貸出金等は貸出金（三月以上延滞エクスポージャーを除く）とオフ・バランス取引（デリバティブ取引を除く）の合計であります。
 ２  「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日を起算日として３か月以上延滞しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが150％の

エクスポージャーであります。
 ３ 日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）にともない、平成22年３月末より業種の表示を一部変更しております。
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ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中の増減額
    （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

一般貸倒引当金 4,926 5,476 4,926 5,476 5,476 5,995 5,476 5,995

個別貸倒引当金 22,463 26,849 22,463 26,849 26,849 24,885 26,849 24,885

特定海外債権引当勘定 － － － － － － － －

貸倒引当金合計 27,389 32,325 27,389 32,325 32,325 30,880 32,325 30,880

  ◇一般貸倒引当金の地域別、業種別内訳 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

国内計 4,926 5,476 4,926 5,476 5,476 5,995 5,476 5,995

国外計 － － － － － － － －

地域別合計 4,926 5,476 4,926 5,476 5,476 5,995 5,476 5,995
※業種別については区分ごとの算定を行っておりません。

  ◇個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳 （単位：百万円）

平成21年 3月末

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

国内計 22,463 26,849 22,463 26,849

国外計 － － － －

地域別合計 22,463 26,849 22,463 26,849

製造業 1,547 2,831 1,547 2,831

農　業 9 19 9 19

林　業 76 78 76 78

漁　業 2 2 2 2

鉱　業 44 77 44 77

建設業 3,321 3,909 3,321 3,909

電気・ガス・水道業 － － － －

情報通信業 835 824 835 824

運輸業 37 69 37 69

卸売・小売業 4,296 4,287 4,296 4,287

金融・保険業 296 683 296 683

不動産業 4,221 4,550 4,221 4,550

各種サービス業 4,552 6,239 4,552 6,239

国・地方公共団体 － － － －

個　人 3,222 3,275 3,222 3,275

その他 1 － 1 －

業種別合計 22,463 26,849 22,463 26,849

 （単位：百万円）

平成22年 3月末

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

国内計 26,849 24,885 26,849 24,885

国外計 － － － －

地域別合計 26,849 24,885 26,849 24,885

製造業 2,846 3,159 2,846 3,159

農業、林業 97 266 97 266

漁　業 2 2 2 2

鉱業、採石業、砂利採取業 77 64 77 64

建設業 3,909 4,748 3,909 4,748

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － －

情報通信業 824 803 824 803

運輸業、郵便業 69 90 69 90

卸売業、小売業 4,270 4,137 4,270 4,137

金融業、保険業 683 755 683 755

不動産業、物品賃貸業 4,614 4,447 4,614 4,447

学術研究、専門・技術サービス業 － － － －

宿泊業 2,854 1,776 2,854 1,776

飲食業 158 128 158 128

生活関連サービス業、娯楽業 2,403 1,062 2,403 1,062

教育、学習支援業 3 2 3 2

医療・福祉 362 336 362 336

その他のサービス 397 534 397 534

国・地方公共団体 － － － －

個　人 3,274 2,569 3,274 2,569

その他 － － － －

業種別合計 26,849 24,885 26,849 24,885
（注） 日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）にともない、平成22年３月末より業種の表示を一

部変更しております。
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ハ．業種別の貸出金償却の額
 （単位：百万円）

業種名 平成21年 3月末
製造業 0
農　業 －
林　業 －
漁　業 －
鉱　業 －
建設業 10
電気・ガス・水道業 －
情報通信業 －
運輸業 －
卸売・小売業 1
金融・保険業 －
不動産業 －
各種サービス業 1
国・地方公共団体 －
個　人 346
その他 －

業種別合計 359

 （単位：百万円）

業種名 平成22年 3月末
製造業 10
農業、林業 －
漁　業 －
鉱業、採石業、砂利採取業 －
建設業 13
電気・ガス・熱供給・水道業 －
情報通信業 1
運輸業、郵便業 －
卸売業、小売業 91
金融業、保険業 －
不動産業、物品賃貸業 2
学術研究、専門・技術サービス業 －
宿泊業 －
飲食業 0
生活関連サービス業、娯楽業 －
教育、学習支援業 －
医療・福祉 －
その他のサービス －
国・地方公共団体 －
個　人 324
その他 －

業種別合計 445
（注） 日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）にともない、平成22年３月末より業種の表示を一

部変更しております。

ニ.  標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェ
イトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高

 （単位：百万円）

リスク・
ウェイト区分

平成21年 3月末 平成22年 3月末
格付あり（注） 格付なし 格付あり（注） 格付なし

0％ － 831,025 － 985,234
10％ － 86,353 － 86,341
20％ 67,014 89,441 62,118 60,639
35％ － 97,839 － 85,468
50％ 211,223 3,193 251,641 2,617
75％ － 283,731 － 281,890
100％ 43,836 513,276 44,686 480,921
150％ － 1,627 － 1,216
350％ － － － －

資本控除 － 4 － 4
合計 322,074 1,906,493 358,446 1,984,333

（注） 格付は告示第65条（法人向けエクスポージャー）において適格格付機関の格付が付与されて
いるエクスポージャーを基準としております。

５. 信用リスク削減手法に関する事項
イ.  標準的手法が適用されるポートフォリオについて、適格金融
資産担保が適用されたエクスポージャーの額

 （単位：百万円）

担保区分 平成21年 3月末 平成22年 3月末

現金及び自行預金（注） 20,049 17,495

金 － －

適格債券 － －

適格株式 － －

適格投資信託 － －

適格金融資産担保合計 20,049 17,495
（注） 現金及び自行預金には、貸出金と自行預金との相殺によって削減されたエクスポージャーの額

を含んでおります。

ロ.  標準的手法が適用されるポートフォリオについて、保証又
はクレジット・デリバティブが適用されたエクスポージ
ャーの額

 （単位：百万円）

保証区分 平成21年 3月末 平成22年 3月末

適格保証 － 1,683

適格クレジット・デリバティブ － －

適格保証、クレジット・デリバティブ合計 － 1,683

６.  派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手
のリスクに関する事項

イ.  与信相当額の算出に用いる方式
    カレント・エクスポージャー方式により算出しておりま
す。

ロ.  グロスの再構築コスト（零を下回らないものに限る。）の
合計額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

グロス再構築コスト 150 34

ハ.  担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信
相当額

 （単位：百万円）

種類および取引区分 平成21年 3月末 平成22年 3月末

外国為替関連取引及び金関連取引 4 23

金利関連取引 839 490

株式関連取引 － －

貴金属関連取引（金関連取引を除く） － －

その他のコモディティ関連取引 － －

クレジット・デリバティブ － －

合計 844 513
（注） 原契約期間が５営業日以内の外為関連取引の与信相当額は上記記載から除いております。

ニ.  ロに掲げる合計額及びグロスのアドオンの合計額からハに
掲げる額を差し引いた額（カレント・エクスポージャー方
式を用いる場合に限る。）

    該当する金額はありません。

ホ. 担保の種類別の額
    信用リスク削減のために担保は用いておりません。

ヘ.  担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信
相当額

    「ハ．担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する
前の与信相当額」と同額であります。

ト.  与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの
想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、かつ、
プロテクションの購入又は提供の別に区分した額

    クレジット・デリバティブ取引を行っていないため、該
当ありません。
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チ.  信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているク
レジット・デリバティブの想定元本額

    クレジット・デリバティブ取引を行っていないため、該
当ありません。

７. 証券化エクスポージャーに関する事項
イ.  連結グループがオリジネーターである証券化エクスポージ
ャーに関する事項

    該当ありません。

ロ.  連結グループが投資家である証券化エクスポージャーに関
する事項

 ⑴  保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の
種類別の内訳

 （単位：百万円）

原債権の種類 平成21年 3月末 平成22年 3月末

住宅ローン債権 6,480 5,651

消費者ローン・割賦債権 3,931 2,129

売掛債権 2,000 2,000

事業者向け貸出債権 744 976

不動産向け債権 500 500

中小企業向け社債 － －

リース債権 － －

その他 2,514 1,898

合計 16,171 13,155

 ⑵  保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・
ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額

 （単位：百万円）

リスク・
ウェイト区分

平成21年 3月末 平成22年 3月末
残　高 所要自己資本額 残　高 所要自己資本額

0％ － － － －
20％ 13,321 106 11,166 89
50％ 2,841 56 1,981 34
100％ 7 0 7 0
150％ － － － －
350％ 1 0 － －
合計 16,171 163 13,155 124

 ⑶  自己資本比率告示第247条の規定により自己資本から控
除した証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類
別の内訳

 （単位：百万円）

原債権の種類 平成21年 3月末 平成22年 3月末

貸付債権 0 －

不動産向け債権 － －

その他 4 4

合計 4 4

 ⑷  自己資本比率告示附則第15条の適用により算出される信
用リスク・アセットの額

   該当ありません。

８. マーケット・リスクに関する事項
    自己資本比率算定において、マーケット・リスク相当額
に係る額を算入していないため、本項目に記載する事項は
ありません。

９.  銀行勘定における出資等又は株式等エクスポー
ジャーに関する事項

イ.  連結貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る連
結貸借対照表計上額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末
連結貸借対照表額 時　価 連結貸借対照表額 時　価

上場株式等
エクスポージャー 46,387 50,840

上記に該当しない
出資等または株式等
エクスポージャー

2,641 2,509

合計 49,028 49,028 53,350 53,350

ロ.  出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う
損益の額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

売却損益額 3,703 2,152

償却額 959 163

ハ.  連結貸借対照表で認識され、かつ、連結損益計算書で認識
されない評価損益の額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

連結貸借対照表で認識され、連結損益
計算書で認識されない評価損益の額 5,109 12,091

ニ.  連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損
益の額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

子会社・関連会社株式 － －

ホ.  自己資本比率告示附則第13条が適用される株式等エクス
ポージャーの額及び株式等エクスポージャーのポートフォ
リオの区分ごとの額

    該当ありません。

10.  信用リスク・アセットのみなし計算が適用され
るエクスポージャーの額

    該当ありません。

11.  銀行勘定における金利リスクに関して連結グ
ループが内部管理上使用した金利ショックに対
する損益又は経済的価値の増減額の額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

金利ショックに対する経済価値の増減額（VaR） 5,741 7,786
〔前提条件等〕 分散共分散法、信頼水準99％、保有期間２か月、観測期間５年
　　　　　　（商品有価証券のみ　信頼水準99％、保有期間２週間、観測期間１年）
（注）平成20年９月末より、要求払預金の実質的なマチュリティを内部モデルで推計したうえで

VaRの算出を行っております。
  また、関連子会社における金利リスクの算定を行っていないため、単体の計数と同額でありま
す。
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定量的な開示事項（単体）
１.  自己資本の構成に関する事項
    自己資本の構成および金額については、77ページに記載
のとおりであります。

２.  自己資本の充実度に関する事項
イ.  信用リスクに対する所要自己資本の額及び標準的手法が適

用されるポートフォリオごとの額
  ◇所要自己資本の額 （単位：百万円）

採用手法 平成21年 3月末 平成22年 3月末
標準的手法 37,971 36,860

  ◇標準的手法が適用されるポートフォリオごとの額
  ・オン・バランス項目 （単位：百万円）

項　目 平成21年 3月末 平成22年 3月末
現　金 － －
我が国の中央政府及び中央銀行向け － －
外国の中央政府及び中央銀行向け 8 10
国際決済銀行等向け － －
我が国の地方公共団体向け － －
外国の中央政府等以外の公共部門向け 14 12
国際開発銀行向け 0 0
地方公共団体金融機構向け － －
我が国の政府関係機関向け 29 79
地方三公社向け 41 23
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 1,712 1,657
法人等向け 13,411 13,631
中小企業等向け及び個人向け 8,408 8,372
抵当権付住宅ローン 1,369 1,196
不動産取得等事業向け 2,542 2,822
三月以上延滞等 210 140
取立未済手形 0 0
信用保証協会等による保証付 314 264
株式会社企業再生支援機構による保証付 － －
出資等 2,344 2,117
上記以外 6,987 6,023
証券化（オリジネーターの場合） － －
証券化（オリジネーター以外の場合） 163 124
合計 37,561 36,476

  ・オフ・バランス項目 （単位：百万円）

項　目 平成21年 3月末 平成22年 3月末
任意の時期に無条件で取消可能又は、
自動的に取消可能なコミットメント － －

原契約が１年以下のコミットメント 29 37
短期の貿易関連偶発債務 0 0
特定の取引に係る偶発債務 91 93
原契約期間が1年超のコミットメント 64 60
信用供与に直接的に代替する偶発債務 216 188
派生商品取引 6 4
　（うち外為関連取引） 0 0
　（うち金利関連取引） 6 3
合計 409 384

ロ.  内部格付手法が適用される株式等エクスポージャーに係る
信用リスクに対する所要自己資本の額

    当行では、標準的手法を採用しているため該当ありませ
ん。

ハ.  信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクス
ポージャーに係る信用リスクに対する所要自己資本の額

    信用リスク・アセットのみなし計算を行っていないた
め、該当ありません。

ニ. マーケット・リスクに対する所要自己資本の額
    自己資本比率算定において、マーケット・リスク相当額
に係る額を算入していないため、該当ありません。

ホ. オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額 （単位：百万円）
採用手法 平成21年 3月末 平成22年 3月末
粗利益配分手法 2,604 2,624

ヘ. 単体自己資本比率および単体基本的項目比率
平成21年 3月末 平成22年 3月末

単体自己資本比率 11.26％ 11.86％
単体基本的項目比率 10.55％ 11.08％

ト. 単体総所要自己資本額（国内基準） （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末
単体総所要自己資本額 40,576 39,485
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３.  信用リスク（信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
イ.  信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高
   （地域別、業種別、残存期間別） （単位：百万円）

平成21年 3月末
信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上延滞 

エクスポージャー（注）2合　計 うち貸出金等（注）1 うち債券 うちデリバティブ
国内計 2,213,346 1,356,118 621,202 843 19,265
国外計 28,659 － 28,164 1 －

地域別合計 2,242,005 1,356,118 649,366 844 19,265
製造業 236,830 154,066 58,103 1 2,360
農　業 5,330 5,330 － 0 5
林　業 2,075 2,075 － － 9
漁　業 231 172 － － －
鉱　業 16,617 16,472 － － －
建設業 97,163 90,000 5,905 0 2,591
電気・ガス・水道業 15,948 14,070 － － －
情報通信業 22,181 18,310 2,600 － 6
運輸業 47,588 36,359 9,470 － 29
卸売・小売業 165,691 155,112 6,069 0 3,101
金融・保険業 183,078 54,909 99,981 841 411
不動産業 73,037 61,671 9,090 － 3,531
各種サービス業 197,149 192,815 2,856 0 5,437
国・地方公共団体 744,250 242,930 454,538 － －
個　人 312,451 311,771 － 0 1,780
その他 122,377 49 748 － －

業種別合計 2,242,005 1,356,118 649,366 844 19,265
１年以下 266,681 182,098 62,213 26 1,744
１年超３年以下 247,864 147,676 97,135 65 1,029
３年超５年以下 423,061 223,155 195,501 164 1,527
５年超７年以下 183,117 109,758 70,326 75 614
７年超 756,844 527,838 224,189 513 3,141
期間の定めのないもの 364,436 165,592 － － 11,208

残存期間別合計 2,242,005 1,356,118 649,366 844 19,265

   （地域別、業種別（注）3、残存期間別） （単位：百万円）
平成22年 3月末

信用リスクエクスポージャー期末残高 三月以上延滞 
エクスポージャー（注）2合　計 うち貸出金等（注）1 うち債券 うちデリバティブ

国内計 2,322,857 1,366,517 698,935 502 14,868
国外計 33,513 － 33,068 10 －

地域別合計 2,356,371 1,366,517 732,003 513 14,868
製造業 269,306 166,337 75,644 1 1,957
農業、林業 6,883 6,882 － 0 38
漁　業 241 179 － － －
鉱業、採石業、砂利採取業 16,018 15,874 － － 9
建設業 93,233 85,389 6,830 0 3,422
電気・ガス・熱供給・水道業 15,500 12,011 1,594 － －
情報通信業 26,668 20,855 4,305 0 11
運輸業、郵便業 56,852 39,179 15,843 － 7
卸売業、小売業 157,613 148,594 6,261 0 2,133
金融業、保険業 160,217 55,114 90,339 501 126
不動産業、物品賃貸業 129,232 112,047 12,486 0 2,837
学術研究、専門・技術サービス業 3,829 3,829 － － 33
宿泊業 15,614 15,553 － － 1,553
飲食業 9,493 9,493 － － 128
生活関連サービス業、娯楽業 12,463 11,443 913 0 1,133
教育、学習支援業 2,280 2,280 － － －
医療・福祉 53,662 53,611 50 0 404
その他のサービス 41,503 39,871 488 0 88
国・地方公共団体 885,666 260,854 517,243 － －
個　人 308,364 307,114 － 8 982
その他 91,724 － － － －

業種別合計 2,356,371 1,366,517 732,003 513 14,868
１年以下 234,236 176,170 45,322 23 431
１年超３年以下 348,660 184,186 160,792 125 1,415
３年超５年以下 433,796 231,583 197,906 50 557
５年超７年以下 210,384 94,652 112,436 240 521
７年超 753,767 536,351 215,546 75 1,999
期間の定めのないもの 375,526 143,574 － － 9,942

残存期間別合計 2,356,371 1,366,517 732,003 513 14,868
（注） １ 貸出金等は貸出金（三月以上延滞エクスポージャーを除く）とオフ・バランス取引（デリバティブ取引を除く）の合計であります。
 ２  「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日を起算日として３か月以上延滞しているエクスポージャー、または引当金勘案前でリスク・ウェイトが150％で

あるエクスポージャーであります。
 ３ 日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）にともない、平成22年３月末より業種の表示を一部変更しております。
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ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中の増減額
    （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

一般貸倒引当金 4,116 4,527 4,116 4,527 4,527 5,117 4,527 5,117

個別貸倒引当金 20,388 24,365 20,388 24,365 24,365 22,603 24,365 22,603

特定海外債権引当勘定 － － － － － － － －

貸倒引当金合計 24,504 28,892 24,504 28,892 28,892 27,720 28,892 27,720

  ◇一般貸倒引当金の地域別、業種別内訳 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

国内計 4,116 4,527 4,116 4,527 4,527 5,117 4,527 5,117

国外計 － － － － － － － －

地域別合計 4,116 4,527 4,116 4,527 4,527 5,117 4,527 5,117
※業種別については区分ごとの算定を行っておりません。

  ◇個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳 （単位：百万円）

平成21年 3月末

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

国内計 20,388 24,365 20,388 24,365

国外計 － － － －

地域別合計 20,388 24,365 20,388 24,365

製造業 1,545 2,824 1,545 2,824

農　業 9 18 9 18

林　業 76 78 76 78

漁　業 2 2 2 2

鉱　業 44 77 44 77

建設業 3,321 3,903 3,321 3,903

電気・ガス・水道業 － － － －

情報通信業 835 824 835 824

運輸業 37 69 37 69

卸売・小売業 4,290 4,232 4,290 4,232

金融・保険業 296 683 296 683

不動産業 4,221 4,550 4,221 4,550

各種サービス業 4,388 5,852 4,388 5,852

国・地方公共団体 － － － －

個　人 1,318 1,246 1,318 1,246

その他 1 － 1 －

業種別合計 20,388 24,365 20,388 24,365

 （単位：百万円）

平成22年 3月末

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

国内計 24,365 22,603 24,365 22,603

国外計 － － － －

地域別合計 24,365 22,603 24,365 22,603

製造業 2,839 3,151 2,839 3,151

農業、林業 97 266 97 266

漁　業 2 2 2 2

鉱業、採石業、砂利採取業 77 64 77 64

建設業 3,903 4,745 3,903 4,745

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － －

情報通信業 824 803 824 803

運輸業、郵便業 69 86 69 86

卸売業、小売業 4,214 4,090 4,214 4,090

金融業、保険業 683 755 683 755

不動産業、物品賃貸業 4,536 4,363 4,536 4,363

学術研究、専門・技術サービス業 － － － －

宿泊業 2,850 1,776 2,850 1,776

飲食業 157 127 157 127

生活関連サービス業、娯楽業 2,137 960 2,137 960

教育、学習支援業 3 2 3 2

医療・福祉 329 311 329 311

その他のサービス 391 532 391 532

国・地方公共団体 － － － －

個　人 1,246 562 1,246 562

その他 － － － －

業種別合計 24,365 22,603 24,365 22,603
（注） 日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）にともない、平成22年３月末より業種の表示を一

部変更しております。
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ハ．業種別の貸出金償却の額
 （単位：百万円）

業種名 平成21年 3月末
製造業 －
農　業 －
林　業 －
漁　業 －
鉱　業 －
建設業 10
電気・ガス・水道業 －
情報通信業 －
運輸業 －
卸売・小売業 1
金融・保険業 －
不動産業 －
各種サービス業 －
国・地方公共団体 －
個　人 0
その他 －
業種別合計 12

 （単位：百万円）

業種名 平成22年 3月末
製造業 10
農業、林業 －
漁　業 －
鉱業、採石業、砂利採取業 －
建設業 13
電気・ガス・熱供給・水道業 －
情報通信業 －
運輸業、郵便業 －
卸売業、小売業 91
金融業、保険業 －
不動産業、物品賃貸業 －
学術研究、専門・技術サービス業 －
宿泊業 －
飲食業 0
生活関連サービス業、娯楽業 －
教育、学習支援業 －
医療・福祉 －
その他のサービス －
国・地方公共団体 －
個　人 3
その他 －
業種別合計 120
（注） 日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）にともない、平成22年３月末より業種の表示を一

部変更しております。

ニ.  標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェ
イトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高

 （単位：百万円）

リスク・
ウェイト区分

平成21年 3月末 平成22年 3月末
格付あり（注） 格付なし 格付あり（注） 格付なし

0％ － 830,525 － 984,734
10％ － 86,353 － 86,341
20％ 67,014 89,288 62,118 60,534
35％ － 97,839 － 85,468
50％ 211,223 3,173 251,641 2,597
75％ － 281,554 － 280,031
100％ 43,836 504,420 44,686 471,772
150％ － 1,627 － 1,215
350％ － － － －

資本控除 － 4 － 4
合計 322,074 1,894,786 358,446 1,972,698

（注） 格付は告示第65条（法人向けエクスポージャー）において適格格付機関の格付が付与されて
いるエクスポージャーを基準としております。

４. 信用リスク削減手法に関する事項
イ.  標準的手法が適用されるポートフォリオについて、適格金融
資産担保が適用されたエクスポージャーの額

 （単位：百万円）

担保区分 平成21年 3月末 平成22年 3月末

現金及び自行預金（注） 20,049 17,495

金 － －

適格債券 － －

適格株式 － －

適格投資信託 － －

適格金融資産担保合計 20,049 17,495
（注） 現金及び自行預金には、貸出金と自行預金との相殺によって削減されたエクスポージャーの額

を含んでおります。

ロ.  標準的手法が適用されるポートフォリオについて、保証又
はクレジット・デリバティブが適用されたエクスポージ
ャーの額

 （単位：百万円）

保証区分 平成21年 3月末 平成22年 3月末

適格保証 － 1,683

適格クレジット・デリバティブ － －

適格保証、クレジット・デリバティブ合計 － 1,683

５.  派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手
のリスクに関する事項

イ.  与信相当額の算出に用いる方式
    カレント・エクスポージャー方式により算出しておりま
す。

ロ.  グロスの再構築コスト（零を下回らないものに限る。）の
合計額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

グロス再構築コスト 150 34

ハ.  担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信
相当額

 （単位：百万円）

種類および取引区分 平成21年 3月末 平成22年 3月末

外国為替関連取引及び金関連取引 4 23

金利関連取引 839 490

株式関連取引 － －

貴金属関連取引（金関連取引を除く） － －

その他のコモディティ関連取引 － －

クレジット・デリバティブ － －

合計 844 513
（注） 原契約期間が５営業日以内の外為関連取引の与信相当額は上記記載から除いております。

ニ.  ロに掲げる合計額及びグロスのアドオンの合計額からハに
掲げる額を差し引いた額（カレント・エクスポージャー方
式を用いる場合に限る。）

    該当する金額はありません。

ホ. 担保の種類別の額
    信用リスク削減のために担保は用いておりません。

ヘ.  担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信
相当額

    「ハ．担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する
前の与信相当額」と同額であります。

ト.  与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの
想定元本額をクレジット・デリバティブの種類別、かつ、
プロテクションの購入又は提供の別に区分した額

    クレジット・デリバティブ取引を行っていないため、該
当ありません。
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チ.  信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているク
レジット・デリバティブの想定元本額

    クレジット・デリバティブ取引を行っていないため、該
当ありません。

６. 証券化エクスポージャーに関する事項
イ.  当行がオリジネーターである証券化エクスポージャーに関す

る事項
    該当ありません。

ロ.  当行が投資家である証券化エクスポージャーに関する事項
 ⑴  保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の

種類別の内訳
 （単位：百万円）

原債権の種類 平成21年 3月末 平成22年 3月末

住宅ローン債権 6,480 5,651

消費者ローン・割賦債権 3,931 2,129

売掛債権 2,000 2,000

事業者向け貸出債権 744 976

不動産向け債権 500 500

中小企業向け社債 － －

リース債権 － －

その他 2,514 1,898

合計 16,171 13,155

 ⑵  保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・
ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額

 （単位：百万円）

リスク・
ウェイト区分

平成21年 3月末 平成22年 3月末
残　高 所要自己資本額 残　高 所要自己資本額

0％ － － － －
20％ 13,321 106 11,166 89
50％ 2,841 56 1,981 34
100％ 7 0 7 0
150％ － － － －
350％ 1 0 － －
合計 16,171 163 13,155 124

 ⑶  自己資本比率告示第247条の規定により自己資本から控
除した証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類
別の内訳

 （単位：百万円）

原債権の種類 平成21年 3月末 平成22年 3月末

貸付債権 0 －

不動産向け債権 － －

その他 4 4

合計 4 4

 ⑷  自己資本比率告示附則第15条の適用により算出される信
用リスク・アセットの額

   該当ありません。

７. マーケット・リスクに関する事項
    自己資本比率算定において、マーケット・リスク相当額
に係る額を算入していないため、本項目に記載する事項は
ありません。

８.  銀行勘定における出資等又は株式等エクスポー
ジャーに関する事項

イ.  貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る貸借対
照表計上額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末
貸借対照表額 時　価 貸借対照表額 時　価

上場株式等
エクスポージャー 46,387 50,840

上記に該当しない
出資等または株式等
エクスポージャー

3,500 3,351

合計 49,888 49,888 54,192 54,192

ロ.  出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う
損益の額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

売却損益額 3,703 2,097

償却額 959 163

ハ.  貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない
評価損益の額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

貸借対照表で認識され、損益計算
書で認識されない評価損益の額 5,109 12,091

ニ.  貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

子会社・関連会社株式 － －

ホ.  自己資本比率告示附則第13条が適用される株式等エクス
ポージャーの額及び株式等エクスポージャーのポートフォ
リオの区分ごとの額

    該当ありません。

９.  信用リスク・アセットのみなし計算が適用され
るエクスポージャーの額

    該当ありません。

10.  銀行勘定における金利リスクに関して当行が内
部管理上使用した金利ショックに対する損益又
は経済的価値の増減額の額

 （単位：百万円）

平成21年 3月末 平成22年 3月末

金利ショックに対する経済価値の増減額（VaR） 5,741 7,786
〔前提条件等〕 分散共分散法、信頼水準99％、保有期間２か月、観測期間５年
　　　　　　（商品有価証券のみ　信頼水準99％、保有期間２週間、観測期間１年）
（注）平成20年９月末より、要求払預金の実質的なマチュリティを内部モデルで推計したうえで

VaRの算出を行っております。
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